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第１編 大企業（資本金10億円以上）の動向 



― 6 ― 

Ⅰ．要旨 

 

２０１２年度の設備投資計画の特徴 

 

抑制基調を経て、５年ぶりの増加 

－ 国内は維持・補修や合理化・省力化が中心 － 

－ 海外は能力増強中心に大幅増、サプライチェーン海外シフトの動きも － 

 

１． 大企業（資本金10億円以上）の2012年度国内設備投資額は、製造業（19.1％増）、非製

造業（8.6％増）とも増加し、全産業で12.2％増（除く電力12.5％増）と５年ぶりの増加

となる。 

 

２． 今回調査に基づく2012年度の国内設備投資は、過去４年間の設備投資減少にみられる

抑制基調の影響を受けているといえ、特徴としては以下の点が挙げられる。 

① 維持・補修、合理化・省力化のウエイト上昇 

国内設備投資は、「能力増強」でなく、「維持・補修」、「合理化・省力化」を中心に

増加。製造業の「維持・補修」のウエイトは過去最高。設備投資が増加する年に「維

持・補修」のウエイトが上昇し、「能力増強」が低下するのは異例。 

② エコカー関連を中心とした投資連鎖がみられる一方、電気機械は減少 

エコカー関連で自動車の新製品・製品高度化投資が大きく増加し、化学などで関連

部材も増加。他方、川上の部材が増加するなかで、電気機械は液晶テレビなど最終

製品関連での投資抑制により、減少。投資連鎖の広がりに差異。 

③  東日本大震災の復旧関連一段落。耐震、電力供給問題は引き続き対応 

復旧・復興投資は2012年度に一段落となるが、耐震強化や、電力供給問題対応とし

ての自家発電導入・強化などの動きは継続。 

 

３． 製造業（19.1％増）は、自動車をはじめ、化学、一般機械を中心に５年ぶりに増加。

自動車はエコカー関連を中心とした増加。化学はディスプレイ、ＬＥＤ、太陽電池、エ

コカー関連高機能部材などが増加。一般機械は、事務民生用機械や好調な外需に支えら

れた建設機械で増加。一方、電気機械はディスプレイや半導体などの落ち込みにより減少。 

非製造業（8.6％増）は、卸売・小売でコンビニなどの新規出店増加がみられ、運輸で

は、鉄道、道路貨物・倉庫で増加。電力も安定供給や安全確保、経年対応があり増加。 

 

４． 海外設備投資は、自動車の能力増強、鉱業の資源関連を中心に引き続き大幅増（31.5％

増）。他方、電気機械は減少に転じる。海外／国内投資比率（連結）は、引き続き上昇（全

産業2011年度30.6％→2012年度37.2％、製造業2011年度53.3％→2012年度58.3％）。 

製造業の中期的な供給能力見通しは、海外増加・国内維持が主流となり、国内縮小を

伴う海外増加の割合も上昇。海外展開強化に伴うサプライチェーンの海外シフトの動き

もみられる。 
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５． 研究開発は、全産業で4.2％の増加。中期的な国内外の研究開発活動については、国内

を堅持しつつも海外を増加させる傾向。 

以 上 
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Ⅱ．調査要領（「2011・2012・2013年度 設備投資計画調査」） 

 

１．調査目的 

わが国産業界の設備投資の基本的動向を把握することを目的に1956年より実施。 

 

２．設備投資の範囲 

自社の有形固定資産に対する国内投資（ただし、不動産業における分譲用を除く）。原

則として、建設仮勘定を含む有形固定資産の新規計上額（売却、滅失、減価償却を控除せ

ず。工事ベース）。2009年６月調査より、2008年４月１日以降開始される事業年度から適

用された「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号）および「リース取引に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号）により、リース資産への新

規計上額が設備投資額に含まれる。 

 

３．調査方法 

アンケート方式（調査票送付。必要に応じ電話聞き取りなどにより補足）。 

 

４．調査の対象企業 

資本金10億円以上の民間法人企業を対象（ただし、農業、林業、金融保険業などを除く）。 

 

５．調査時期 

2012年6月20日（水）を期日として実施。 

 

６．回答状況 

  対象会社数 有効回答会社数 有効回答率 

主業基準分類 3,277社 2,214社 67.6％ 

 

７．集計について 

（１）産業分類について 

原則として主業基準分類（企業の主たる業種に基づき分類）で集計。 

2010年度調査までは、設備投資額および投資動機は事業基準分類（企業の事業部門を基

に分類）で集計していたが、2011年度調査より主業基準分類に統一。長期系列データにつ

いても、設備投資額および投資動機については、2009年度実績まで事業基準分類、2010年

度実績以降は主業基準分類による。 
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（２）調査時点と調査対象年度 

年１回実施。各年度について計画から実績化するまで合計３回の調査を行う。 

対象年度 

調査時点 
2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 

2009年6月 当年度計画 翌年度計画    

2010年6月 実績 当年度計画 翌年度計画   

2011年7月  実績 当年度計画 翌年度計画  

2012年6月   実績 当年度計画 翌年度計画 

 

（３）共通会社数について 

2011年度・2012年度の共通会社数は、今回６月調査において、2011年度実績・2012年度

当年度計画ともに回答のあった社数。2012年度・2013年度の共通会社数は、2012年度当年

度計画・2013年度翌年度計画ともに回答があった社数。 

 

８．付帯調査について 

設備投資付帯調査の調査要領については以下の通りである。調査対象企業および調査時

期については設備投資計画調査と同じである。 

 

（１）連結設備投資額 

・調査事項：連結決算ベースの設備投資額（国内・海外）の2011年度実績および2012年

度計画。 

・設備投資の定義：原則として、建設仮勘定を含む有形固定資産の計上額（売却、滅失、

減価償却を控除せず）。 

 

（２）設備除却・売却額 

・調査事項：単独決算ベースの設備除却・売却額の2011年度実績および2012年度計画。 

・設備除却・売却額の定義：建設仮勘定および維持・補修投資を含む有形固定資産（土

地、建物および構築物、機械装置および運搬具、工具・器具および備品など）の除却・

売却額の除却・売却時点の簿価 。 

 

（３）連結研究開発費 

・調査事項：連結決算ベースの研究開発費（国内・海外）の2011年度実績および2012年

度計画。 

・研究開発費の定義：研究開発に関わる人件費、原材料費、固定資産の減価償却費およ

び間接費の配賦額など、全ての費用（詳細は各社が開示資料や社内で使用している定

義に準拠）。 
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Ⅲ．調査結果（大企業：資本金10億円以上） 

 

１．国内設備投資動向 

 

図表１ 2011・2012・2013年度 国内設備投資動向 
 

 

 

図表２ 1986-2012年度 国内設備投資増減率推移 
 

 

 

（注）１. 前年度との共通回答会社による増減率 

２. 2011年度までは、P30付属図表２の翌年夏実績参照 

３. 2009年度実績までは事業基準分類。2010年度実績以降は主業基準分類。 

 

（１）2011年度の設備投資実績 

大企業（資本金10億円以上）の2011年度国内設備投資実績は、製造業が４年連続の減少と

なり、非製造業も減少に転じたことから、全産業（2.1％減）でも４年連続の減少となった。 

製造業（1.7％減）は、昨年度調査時点では増加の計画（12.5％増）であったが、円高
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や欧州債務問題などに起因する不透明な収益環境が下押し圧力となったことなどから、自

動車をはじめとして多くの業種で大幅な下方修正がなされ、減少した。非製造業（2.2％

減）でも一部投資の先送りなどがみられたことから、減少となった。 

 

（２）2012年度の設備投資計画 

大企業（資本金10億円以上）の2012年度国内設備投資額は、製造業（19.1％増）、非製

造業（8.6％増）とも増加し、全産業で12.2％増（除く電力12.5％増）と５年ぶりの増加

となる。 

今回調査に基づく2012年度の国内設備投資は、過去４年間の設備投資減少にみられる抑

制基調の影響を受けているといえ、特徴としては以下の点が挙げられる。 

第一は、維持・補修、合理化・省力化投資のウエイト上昇である。国内設備投資は、「能

力増強」でなく、「維持・補修」、「合理化・省力化」を中心に増加し、製造業の「維持・

補修」のウエイトは過去最高となる。設備投資が増加する年に「維持・補修」のウエイト

が上昇し、「能力増強」が低下するのは異例といえる。 

第二は、投資連鎖の広がりに差異がみられたことである。エコカー関連で自動車の新製

品・製品高度化投資が大きく増加し、化学などで関連部材も増加する。他方、川上の部材

が増加するなかで、電気機械は液晶テレビなど最終製品関連での投資抑制により、減少と

なる。 

第三は、東日本大震災関連で、復旧・復興投資は2012年度に一段落となるが、耐震強化

や、電力供給問題対応としての自家発電導入・強化などの動きが引き続きみられた。 

次に業種別にみていくと、製造業（19.1％増）は、自動車をはじめ、化学、一般機械を

中心に５年ぶりに増加となる。自動車はエコカー関連を中心とした増加となり、化学はデ

ィスプレイ、ＬＥＤ、太陽電池、エコカー関連高機能部材などが増加。一般機械は、事務

民生用機械や好調な外需に支えられた建設機械で増加する。一方、電気機械はディスプレ

イや半導体などの落ち込みにより引き続き減少する。 

非製造業（8.6％増）は、増加に転じる。卸売・小売でコンビニなどの新規出店増加が

みられ、運輸では、鉄道、道路貨物・倉庫で増加。電力も安定供給や安全確保、経年対応

があり増加する計画である。 

 

（３）2013年度の設備投資計画 

2013年度の国内設備投資計画は、製造業が5.0％減、非製造業が6.3％減、全産業では

5.9％減となっているが、当年度計画に比べると回答企業が少なく、現時点では未確定な

部分が多い。 
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２．業種別設備投資動向の特色  
 

図表３ 業種別増減率・構成比のスカイライングラフ 
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2012年度主要産業の特色 

主要産業の投資動向および内容は以下の通りである。なお、上段の数字は2011年度実績額

の全産業に占める構成比を、下段（ ）内の数字は当該産業の設備投資の増減率（2011年度

→2012年度）を示す。 

 

＜製造業＞ 

食 品 

2.9％ 

   （0.4％→33.4％） 

： 畜産加工食品における能力増強投資に加え、菓子・調味料などで生

産集約化に伴う投資が本格化し、大幅に増加する。 

化 学 

5.5％ 

  （▲6.4％→21.1％） 

： ディスプレイ、ＬＥＤ、太陽電池、エコカー向け部材などの能力増

強投資が継続し、維持・補修や合理化・省力化投資も増加するため、

増加する。 

石 油 

1.0％ 

 （▲23.0％→55.4％） 

： 震災復旧投資がピーク超えするなか、サービスステーションへの投

資が増加することから、増加する。 

窯 業 ・ 土 石 

1.0％ 

 （▲20.6％→13.2％） 

： ディスプレイ関連投資が引き続き減少するものの、自動車向け環境

関連投資や合理化･省力化投資があり、増加する。 

鉄 鋼 

2.3％ 

  （▲10.9％→6.9％） 

： 一定の維持・補修投資の継続に加え、合理化・省力化投資もあり、

増加する。 

非 鉄 金 属 

1.5％ 

  （14.1％→16.1％） 

： エコカー向け部材をはじめとする新製品・製品高度化投資などが堅

調であり、引き続き増加する。 

一 般 機 械 

4.1％ 

  （18.3％→25.5％） 

： 事務民生用機械に加え、好調な外需を背景に建設機械も増加するこ

とから、引き続き増加する。 

電 気 機 械 

6.7％ 

 （▲3.6％→▲8.6％） 

： スマートフォン・タブレット向け部材やエコカー向け電子部品は増

加するものの、ディスプレイや半導体が大幅に落ち込み、太陽電池

の工場新設も一段落することから、引き続き減少する。 

精 密 機 械 

0.9％ 

  （25.0％→29.1％） 

： 医療用機器が大幅増となり、デジタルカメラの新製品投資や計測器

も引き続き増加することに加え、半導体製造装置も堅調に推移する

ことから、３年連続で増加する。 

自 動 車 

5.9％ 

 （▲3.7％→39.6％） 

： 前年度までの抑制の反動増に加え、エコカー関連の新製品・製品高

度化投資や、震災などを契機とした生産体制再構築により、５年ぶ

りに増加する。 
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＜非製造業＞ 

卸 売 ・ 小 売 

5.6％ 

   （0.1％→23.3％） 

： 卸売は一部で物流センター建設が一段落し減少。小売はコンビニの

活発な新規出店が継続するほか、百貨店の旗艦店建替えや大型改

装、スーパーや家電大手の出店などにより大幅増。全体でも大幅増

となる。 

不 動 産 

6.7％ 

  （▲18.3％→9.7％） 

： 首都圏での再開発・建替プロジェクトが継続するほか、大阪でも大

型プロジェクトが進行することから、増加する。 

運 輸 

16.0％ 

  （▲4.4％→8.1％） 

： 海運で船舶関連が減少するが、鉄道で自然災害対策など安全対策が

増加するほか、首都圏空港の施設拡充や道路貨物・倉庫で物流施設

整備があり、増加する。 

電 力 

11.2％ 

  （▲1.1％→10.0％） 

： 安定供給や安全確保に向けた電源・流通設備投資や経年対応の維持

更新投資などにより、増加する計画である。 

通 信 ・ 情 報 

19.3％ 

   （5.7％→1.7％） 

： データセンターがやや落ち着くものの、スマートフォン普及に伴う

基地局増強や次世代通信規格関連投資が増加することから、引き続

き増加する。 
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３．Ｄ．Ｉ．と設備投資／キャッシュフロー 

2012年度の収益計画をみると、売上高は、製造業、非製造業とも「増収」を見込む企業が

「減収」を見込む企業より多い。経常損益も、製造業、非製造業とも「増益」を見込む企業

が「減益」を見込む企業より多くなっている。設備投資については、キャッシュフローの額

を「下回る」とする企業が、「上回る」とする企業を大きく上回る状態が続いている。 

 

図表４ Ｄ.Ｉ. 

 

（注）１．売上高Ｄ．Ｉ．、経常損益Ｄ．Ｉ．＝（「増収・増益」回答数－「減収・減益」

回答数）÷有効回答数 

２．設備投資／キャッシュフローＤ．Ｉ．＝（「設備投資額はキャッシュフローを

上回る」との回答数－「設備投資額はキャッシュフローを下回る」との回答数）

÷有効回答数 

 

図表５ 設備投資／キャッシュフロー比率の推移 

 
 

（注）設備投資／キャッシュフロー比率 ＝ 設備投資 ÷ キャッシュフロー × 100 

      キャッシュフロー： 

    経常損益が ＋ の場合 ＝ （経常損益÷２）＋減価償却費 

    経常損益が － の場合 ＝   経常損益＋減価償却費 
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図表６ 設備投資とキャッシュフローの水準（91年度＝100）（全産業） 

 

図表７ 設備投資とキャッシュフローの水準（91年度＝100）（製造業） 

 

図表８ 設備投資とキャッシュフローの水準（91年度＝100）（非製造業） 
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４．投資動機 

2012年度の投資動機の特徴 

2012年度の全産業の投資動機（2011・2012年度共通回答会社数 1,443社）をみると、前

年度に比し、「能力増強」「その他」のウエイトが低下し、「新製品・製品高度化」「合理化・

省力化」「研究開発」「維持・補修」のウエイトが上昇する。 

製造業では、「能力増強」のウエイトが、素材型産業、加工・組立型産業の双方において

低下する。素材型産業では鉄鋼の低下、加工・組立型産業では電気機械の低下が大きい。ま

た、「合理化・省力化」のウエイトは一般機械、鉄鋼、輸送用機械などほとんどの産業の上昇

により高まる。「新製品・製品高度化」のウエイトは、輸送用機械の寄与により上昇する。「維

持・補修」のウエイトは、一般機械、食品を中心に上昇する。「研究開発」のウエイトは横ば

いとなる。非製造業では、「能力増強」のウエイトが低下する一方、「維持・補修」のウエイ

トが電力・ガスの寄与により上昇する。 

製造業の投資動機の推移を、現項目での調査を開始した1986年度までさかのぼると、「能

力増強」のウエイトは2007年度にピークとなったが、それ以降は低下が続いている。「維持・

補修」のウエイトは、調査開始以来最大の水準となる。 

 

 

図表９ 2011・2012年度 投資動機 

(共通会社 1,443社) （単位：％）

2011 2012 2011 2012 2011 2012 2011 2012 2011 2012
実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画

能 力 増 強 40.5 37.5 29.3 25.1 24.5 20.2 32.9 28.8 46.5 44.8

新製品・製品高度化 8.4 9.5 15.6 16.9 8.5 7.1 19.7 22.1 4.6 5.1

合 理 化 ・ 省 力 化 5.8 6.8 9.8 11.8 10.7 14.3 9.1 10.5 3.7 3.8

研 究 開 発 3.9 4.1 9.5 9.5 7.2 8.3 11.2 10.4 0.9 0.9

維 持 ・ 補 修 23.5 24.8 23.9 24.9 35.4 36.1 15.4 16.7 23.2 24.8

そ の 他 17.8 17.4 12.0 11.8 13.7 13.9 11.7 11.5 21.0 20.7

合 計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

非製造業全　産　業 製　造　業 素　材　型 加工・組立型

 

 

（注）１．素材型：繊維、紙・パルプ、化学、窯業・土石、鉄鋼、非鉄金属 

         加工・組立型：食品、一般機械、電気機械、精密機械、輸送用機械、その他の製造業 

２．本表における「研究開発」とは、自社の有形固定資産に対する国内投資のうち、研究開発 

目的のウエイトを示しており、P22における研究開発費とは異なる。 
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図表10 製造業投資動機ウエイトの推移  
 

 

（注）図表９に同じ 
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５．海外における設備投資（連結ベース） 

（１）2011年度の海外における設備投資実績 

2011年度の海外における設備投資（2010・2011年度共通回答会社数 773社）は、全産

業で42.2％増の大幅増加となった。海外設備投資額の約70％を占める製造業（49.6％増）

では、アジアなど新興国需要の増加および北米での需要回復を受けて、自動車で40％強増

加したほか、化学は80％強増加、一般機械も40％強増加し、電気機械や食品でも二桁増と

なった。非製造業（24.2％増）では、海外出店の増えた小売や資源関連の鉱業などで増加

した。 

 

（２）2012年度の海外における設備投資計画 

2012年度の海外における設備投資（2011・2012年度共通回答会社数 1,127社）は、全

産業で31.5％増と、３年連続の二桁増となる。製造業（28.9％増）は、需要旺盛なアジア

に加え欧米での投資も増やす自動車が30％強の大幅増となる。それに伴い、関連する業種

（ゴムなど）への波及もみられる。また、資源関連投資により、石油は大幅増、非鉄金属

も増加する。タイ洪水に起因する復旧や移転投資も一部でみられる。一方で、電気機械は

微減となる。非製造業（38.1％増）では、資源関連投資により鉱業が大幅に増加し全体を

牽引する。海運が大宗を占める運輸は減少する。 

地域別にみると、北米や欧州は、自動車や鉱業が大きく寄与しそれぞれ40％弱、20％の

高い伸びとなるほか、中国を含むアジアでも自動車をはじめとして、石油、ゴム、精密機

械などの製造業を中心に、30％強の高い伸びとなる。 

 

（３）2012年度の海外／国内設備投資比率 

2011年度から2012年度にかけて、設備投資を国内外で増やす動きが幅広い産業でみられ

るが、製造業全体では海外投資が28.9％増と、国内投資の17.6％増を上回って増加するた

め、連結ベースで見た海外／国内設備投資比率（外／内比率）は、2011年度の53.3％から

2012年度に58.3％へ上昇する。製造業で最もウエイトの高い自動車は、2011年度の88.8％

から2012年度に95.1％へ上昇する。 
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図表11 海外における設備投資 
 

 
 

（注）海外における設備投資は、連結決算を作成している企業は連結ベースの設備投資額を、

連結決算を作成していない企業は本体および出資比率（間接を含む）が50％以上の海外

子会社による設備投資をいう。 

 

図表12 国内設備投資と海外設備投資との関係（製造業） 
 

 
 

（注）１．（ ）内は構成比（2011年度実績、製造業の海外投資額＝100％） 

            ２.  海外増減率、国内増減率はともに連結ベースで計算。 

 

図表13 海外／国内設備投資比率 

 
 
   （注）海外／国内設備投資比率＝（連結海外設備投資÷連結国内設備投資）×100 
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６．研究開発費（連結ベース） 

2012年度の研究開発費計画 

2012年度の研究開発費計画（2011・2012年度共通回答会社数 920社）は、前年度比4.2％

増となる。輸送用機械が、引き続き環境、安全面の関連技術などで7.0％増と堅調な伸びとな

るほか、一般機械は、省エネや制御技術などを中心に5.9％増、精密機械は、デジタル映像、

医療関連などを中心に11.4％増となり、全体を牽引する。 

また、化学は、電池用材料、軽量化・低環境負荷など新素材の開発を推進する有機化学や、

新薬開発コストが嵩む医薬品などにより3.9％増となる。一方、電気機械は、コア事業で研究

開発を続行するが、0.2％増の低い伸びにとどまる。 

 

図表14 2011・2012年度連結研究開発費増減率 

 

 

図表15 研究開発費時点別増減率の推移 
 

  
（注）１．調査時点は、2003年度調査は８月、2004年度調査以降は６月（2011年度調査    

のみ７月）。 

２．2012年度調査以降は、連結ベース。 
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図表16 2012年度 業種別連結研究開発費増減率・構成比のスカイライングラフ 
 

 
（注）2011・2012年度共通回答 920社 

 

図表17 2012年度 業種別連結研究開発費/連結設備投資額  

 

（注）１．2011・2012年度共通回答 756社 

２．素材型、加工・組立型の定義については、図表９の（注）１．に同じ 
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７．設備除却・売却 

2012年度の設備除却・売却の特徴 

2012年度の全産業の設備除却・売却（2011・2012年度共通回答会社数 539社）をみると、

前年度に比し、全産業で24.7％の増加となる。 

製造業では、事業再編による売却増加の動きなどもみられるが、東日本大震災による除却

の一段落などで、11.7％の減少となる。非製造業では不動産業の事業再編などに伴う物件の

売却などで、48.1％の増加となる。各年度の国内設備投資額合計に対する比率（設備除却・

売却額／国内設備投資額）で比較すると、全産業で2011年度の9.9％から2012年度の11.1％へ

1.2ポイントの上昇となる。 

 

図表18 2011・2012年度 設備除却・売却 

 

設備除却・売却額 

 

（注）設備除却・売却額は簿価基準 

 

 

設備除却・売却額／国内設備投資額 

 

（注）設備除却・売却額は簿価基準 
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８．東日本大震災復旧・復興投資 

東日本大震災復旧・復興投資に関する調査をおこない、375社から有額回答（１百万円以

上）を得た。 

なお、ここでいう復旧・復興投資は毀損した設備の復旧・復興にかかる投資であり、耐震・

自家発電などの投資は含まない。 

（１）年度別投資額 

震災復旧・復興投資総額は2,975億円で、年度別にみると、2011年度実績2,107億円、2012

年度計画802億円、2013年度計画39億円となり、2011年度実績額は全体の70.8％を占めて

いる。なお、前回2011年7月調査では、2010年度実績は163億円、2011年度計画は1,807億

円であった。 

 

（２）業種別投資額 

業種別には、製造業は1,682億円（うち2011年度1,187億円）で全体の56.6％を占める。

非製造業は1,292億円（うち2011年度920億円）となっており、このなかでライフライン関

連が732億円と大宗を占めている。 

 

（３）投資比率 

2011年度実績における国内設備投資額に占める震災復旧・復興投資の割合は全産業で

7.4％となっており、業種別では、製造業が10.5％、非製造業が5.4％、非製造業のうちラ

イフライン関連では4.7％となっている。 

 

図表19 東日本大震災復旧・復興投資の概要 

 

（注）１．ライフライン･･･鉄道、電力・ガス、通信 

２．対象会社数：375社（製造業166社、非製造業209社） 震災復旧・復興投資が１百万円以上の会

社を集計 

2010年度は、今回回答企業につき、2011年7月調査における回答を集計した試算値。 

３．震災復旧・復興投資がゼロとの回答があった会社は1,015社 
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参 考 

 

2011年度業種別設備投資動向の特色 

主要産業の投資動向および内容は以下の通りである。なお、上段の数字は2010年度実績

額の全産業に占める構成比を、下段（ ）内の数字は当該産業の設備投資の増減率（2010

年度→2011年度）を示す。 

 

＜製造業＞ 

食 品 

1.9％ 

   （▲10.9％→0.4％） 

 

： 畜産加工食品で工場新設がみられたほか、製麺・菓子などで生産集

約化のための投資が一服し、増加した。 

 

化 学 

5.1％ 

    （6.0％→▲6.4％） 

 

： エコカー用二次電池、ディスプレイ、ＬＥＤ、太陽電池向け部材の

能力増強投資が増加したものの、医薬品の研究施設が一段落したた

め、減少した。 

 

石 油 

1.2％ 

（▲51.1％→▲23.0％） 

 

： 震災復旧投資があったものの、製油所高度化投資が減少したことか

ら、引き続き減少した。 

 

窯 業 ・ 土 石 

1.0％ 

（37.7％→▲20.6％） 

 

： ディスプレイ関連投資の減少や、合理化･省力化投資の先送りなど

により、減少した。 

 

鉄 鋼 

4.5％ 

（▲26.6％→▲10.9％） 

 

： 震災関連を含む維持・補修投資は増加したものの、特殊鋼の合理化

投資などが一服し、引き続き減少した。 

 

非 鉄 金 属 

1.3％ 

（▲14.3％→14.1％） 

 

： 震災復旧もあり維持・補修投資が増加し、エコカー向け部材などの

新製品・製品高度化投資もあったことから、４年ぶりに増加した。 

 

 

一 般 機 械 

3.6％ 

 （▲10.9％→18.3％） 

 

： 事務民生用機械や建設機械が増加したため、３年ぶりに増加した。  

電 気 機 械 

6.4％ 

    （9.2％→▲3.6％） 

 

： 中小型ディスプレイはスマートフォン・タブレット向けを中心に増

加し、ＬＥＤやエコカー向け電子部品も増加したものの、テレビ用

ディスプレイや太陽電池の落ち込みが大きく、減少した。 

 

精 密 機 械 

0.7％ 

 （4.8％→25.0％） 

 

： 半導体製造装置各社で増減はあったものの、デジタルカメラや計測

器、医療用機器が増加したことから、引き続き増加した。 

 

自 動 車 

4.7％ 

  （▲9.5％→▲3.7％） 

： エコカー関連投資が底堅く推移したものの、東日本大震災やタイ洪

水、円高急進を背景とした抑制があったため、４年連続で減少した。 
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＜非製造業＞ 

卸 売 ・ 小 売 

5.0％ 

  （▲13.1％→0.1％） 

 

： 卸売は医薬品卸などの物流センター建設が一段落し二桁減。小売は

百貨店の大型投資が剥落したものの、コンビニの新規出店活発化な

どにより３年ぶりに増加した。全体でも微増となった。 

 

不 動 産 

7.8％ 

  （12.5％→▲18.3％） 

 

： 前年度の大型中古資産取得の剥落や、大都市圏で主要鉄道ターミナ

ル駅周辺の開発プロジェクトが一服したこともあり、二桁減となっ

た。 

 

運 輸 

13.9％ 

 （▲1.5％→▲4.4％） 

 

： 航空で機材導入が進んだが、新幹線や首都圏空港の整備が一服した

ため、引き続き減少した。 

電 力 

16.6％ 

    （8.6％→▲1.1％） 

 

： 安定供給や安全確保に向けた電源投資があったものの、投資抑制・

先送りが広範にみられ、減少した。 

通 信 ・ 情 報 

17.8％ 

   （▲0.9％→5.7％） 

： スマートフォン普及に伴う基地局増強や次世代通信規格関連投資に

加え、震災復旧・災害対策やデータセンターなどがあり、増加した。 
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付属図表１ 2011・2012・2013年度 業種別設備投資動向 

 

(注）その他の製造業  ：出版印刷、ゴム、金属製品、その他製造業 

その他の非製造業：漁業、鉱業、その他非製造業 
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付属図表２ 設備投資調査時点別増減率の長期推移 

 

（注）１．網掛け部分が今回調査。 

２．夏調査の調査時点は、2003年度調査まで８月、2004年度調査以降は６月（2011年度調査のみ７月）。 

３．冬調査の調査時点は、2003年度調査まで２月、2004～2005年度調査は11月。2006年度調査以降実施していない。

４．2010年度調査までは事業基準分類。2011年度調査以降は主業基準分類。 
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付属図表３ ＜参考グラフ＞ 

 

全産業 

 

 

製造業 

 

 

非製造業 
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付属図表４ 設備投資／キャッシュフロー比率 
 

 

（注）１. 網掛けは今回調査結果 

２. 設備投資／キャッシュフロー比率 ＝ 設備投資 ÷ キャッシュフロー × 100 

          キャッシュフロー： 

      経常損益が ＋ の場合 ＝ （経常損益÷２）＋減価償却費 

      経常損益が － の場合 ＝   経常損益＋減価償却費 

３. 2009年度以降、当年度計画について調査しない。 
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付属図表５ 業種別Ｄ．Ｉ． 

 
 

（注）１．売上高Ｄ.Ｉ. 、経常損益Ｄ.Ｉ.＝（「増収・増益」回答数－「減収・減益」回答数）÷有効回答数 

     ２．設備投資／キャッシュフローＤ．Ｉ．＝（「設備投資額はキャッシュフローを上回る」との回答数 

          －「設備投資額はキャッシュフローを下回る」との回答数）÷有効回答数 
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付属図表６ 業種別投資動機 

 

 

（注）能  力  増  強……既存製品・サービスなどに関わる量的拡大を目的とした新・増設投資を指す 

新製品・製品高度化……新製品・サービスの提供または既存製品・サービスの品質向上・高付加価値化に関わる新・増設

投資を指す 

そ  の  他……上記（能力増強、新製品・製品高度化、合理化・省力化、研究開発、維持・補修）以外の環境対

策投資、厚生施設整備投資、バリアフリー投資などを指す 
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付属図表７ 業種別海外設備投資額 

 

 

 

付属図表８ 海外設備投資増減率、設備投資の海外／国内比率の長期系列 

 

（注）海外／国内比率① ＝ （連結海外設備投資÷単体国内設備投資）×100 

   海外／国内比率② ＝ （連結海外設備投資÷連結国内設備投資）×100 
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付属図表９ 連結設備投資額 

 

（注）国内連結設備投資額、海外連結設備投資額両方について、２年度共通で回答のあった1,112社の集計。 

このため、海外設備投資額および増減率は、図表11、付属図表７と異なる。 

 

 

 

付属図表10 業種別連結研究開発費の動向 
 

  
（注）その他の製造業 ：出版印刷、ゴム、金属製品、その他製造業 
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